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１．調査概要 
 

（１）調査の設計 

本調査は、厚生労働省が提示した「在宅介護実態調査実施のための手引き」を参考に、要介護者の在

宅生活の継続や介護者の就労継続に有効なサービスのあり方を検討することを目的として実施した。 

 

①  調査対象者 

市内の在宅で生活している要支援・要介護認定を受けている人のうち、平成 28 年６月以降に更新

申請・区分変更申請に伴う認定結果を受けた人のうち 1,200人 

 

②  抽出方法 

「介護保険システム」からの出力データを用いて無作為抽出 

 

③  調査方法 

郵送による配布・回収 

 

④  調査時期 

平成 29年 1月６日～1月 31日 

（督促状兼御礼状を平成 29年１月 20日に郵送） 

 

（２）調査項目 
厚生労働省の調査項目（オプション項目を含む 19問） 

○ 世帯類型について 
○ 介護保険以外の支援・サービスの利用状況について 
○ 施設等への入居・入所の希望について 
○ 家族等の介護の有無について 
○ 介護者の就労制約の可否に係る意識について 
○ 介護者が不安に感じている介護について 

 

（３）回収結果 
回収結果は、816票である。 
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２．主な調査結果 
 

国が示す５つの検討テーマに基づいた主な分析結果を掲載している。 

 

【検討テーマ１：在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体制の検討】 

（１）-①要介護度にあわせた支援の充実による介護者の負担軽減 
要介護度別に主な介護者が不安に感じる介護をみると、要介護３以上では「日中の排泄」「夜間の排

泄」「認知症状への対応」「入浴・洗身」が要支援１・２、要介護１・２と比べ増加傾向となっている。

一方、要支援１・２の軽度な場合は「外出の付き添い、送迎等」「食事の準備」「その他の家事」に不

安を感じている。 

在宅生活の継続に向けて介護者の負担を軽減するためには、要介護度にあわせた支援策が必要となっ

ている。 

 

■要介護度別・介護者が不安に感じる介護（クロス集計版 P4） 
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28.0%

41.1%

11.2%

29.9%
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7.5%
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9.3%

7.5%

15.0%

8.4%

0.0%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=59) 要介護１・２(n=246) 要介護３以上(n=107)
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（１）-②複数の支援・サービスの一体的な提供 
要介護度別や認知症自立度別のサービス利用の組み合わせをみると、重度化に応じて「訪問系を含む

組み合わせ」の割合が多くなっている。このことから重度化に対応できるよう複数の支援・サービスを

組み合わせた一体的提供の仕組みの充実が必要となっている。 

 

■要介護度別・サービス利用の組み合わせ（クロス集計版 P9） 

 
 

■認知症自立度別・サービス利用の組み合わせ（クロス集計版 P9） 
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17.4%

20.9%

20.7%

4.3%

19.4%

40.0%

17.9%

37.1%

31.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=207)

要介護１・２(n=474)

要介護３以上(n=135)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自立＋Ⅰ(n=455)

Ⅱ(n=272)

Ⅲ以上(n=89)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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【検討テーマ２：仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体制の検討】 

（２）-①就労に効果的な支援策の実施に向けた働きかけ 
就労の継続に向けて効果的な勤め先からの支援は、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が最も多

く、次いで「制度を利用しやすい職場づくり」「労働時間の柔軟な選択」と続いている。仕事と介護の

両立ができるよう、これらの施策を導入・実施するよう企業に働きかけていくことが必要である。 

 

■就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援（単純集計版 P11） 

 

 

 

 

14.2%

27.9%

24.6%

22.4%

7.1%

6.0%

14.2%

19.7%

1.1%

13.1%

4.9%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制な

ど）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

合計(n=183)
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（２）-②就労形態に応じた介護サービスの充実 
就労状況別に主な介護者が行っている介護をみると、多くの項目で、「フルタイム勤務」＜「パート

タイム勤務」＜「働いていない」となっていることが伺える。このことから、「フルタイム勤務」と「働

いていない」で、差が顕著な項目（食事の準備、金銭管理や生活面に必要な諸手続き）の支援を充実さ

せることが就労につながる方策と考えることもできる。 

 

■就労状況別・主な介護者が行っている介護（クロス集計版 P33） 
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0.0%
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19.3%

14.8%

23.9%

13.6%

70.5%

37.5%

21.6%

8.0%

62.5%

77.3%

63.6%

5.7%

0.0%

14.3%

14.3%

15.2%

29.5%

24.8%

26.7%

19.0%

71.9%

37.6%

21.0%

11.0%

76.2%

83.8%

71.0%

6.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

フルタイム勤務(n=94) パートタイム勤務(n=88) 働いていない(n=210)
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【検討テーマ３：保険外の支援・サービスを中心とした地域資源の整備の検討】 

（３）－①在宅生活の継続に必要な支援・サービスの充実 
利用している保険外の支援・サービスみると、「利用していない」が最も多いが、利用している項目

でみると、「掃除・洗濯」が最も多く、次いで「配食」「買い物」「外出同行」と続いている。 

また、在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスをみると、「外出同行」が最も多く、「掃除・

洗濯」「移送サービス」「買い物」「配食」と続いている。 

在宅生活の継続に向けては、上記に挙げた支援・サービスの充実に取り組むことが求められている。 

 

■保険外の支援・サービスの利用状況（単純集計版 P5） 

 

 

■在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（単純集計版 P6） 
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外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場
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利用していない

無回答

合計(n=816)

20.3%

14.3%

27.9%
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サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=816)
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（３）－②単身者世帯への支援・サービスの充実 
世帯類型別に利用している保険外の支援・サービスをみると、「単身世帯」では『配食』『掃除・洗

濯』『買い物』『ゴミ出し』のニーズが他の世帯に比べて多くなっている。また、在宅生活の継続に必

要と感じる支援・サービスは、「単身世帯」では『掃除・洗濯』『買い物』『ゴミ出し』が他の世帯に

比べて多くなっている。 

高齢化の進行とともに増加すると考えられる「単身世帯」の方が、在宅で安心して暮らすことができ

るよう、介護保険外を含めた支援・サービスの充実が求められている。 

 

■世帯類型別・保険外の支援・サービスの利用状況（クロス集計版 P50） 
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38.7%

24.7%
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11.5%
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28.0%
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21.0%

19.2%

14.0%

22.3%

16.6%

10.0%

8.7%
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37.6%

16.2%
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57.9%
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配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

単身世帯(n=243) 夫婦のみ世帯(n=229) その他(n=247)
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■世帯類型別・在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（クロス集計版 P51） 

 

 

 

 

 

25.3%

16.9%

42.2%

32.1%

22.8%

33.3%

21.5%

19.0%

10.1%

3.4%
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35.0%

28.9%

18.3%

11.0%

4.9%

36.6%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

単身世帯(n=237) 夫婦のみ世帯(n=227) その他(n=246)
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【検討テーマ４：将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体制の検討】 

（４）適切なサービス利用の組み合わせの支援と負担軽減に向けた仕組みの充実 
世帯別の要介護度別・サービス利用の組み合わせをみると、「夫婦のみ世帯」「その他世帯」では、

重度化に伴い、『通所系・短期系のみ』の割合が「単身世帯」と比べて２～３倍となっていること、ま

た要支援１・２の場合は『未利用』が「単身世帯」と比べて多いことから、家族介護者に負担をかけて

いることが懸念される。家族介護者に負担をかけないよう、適切なサービス利用へとつなげていくこと

が求められる。あわせてレスパイトケアの機能を持つサービスの充実を図っていくことも必要である。

また、今後増加すると考えられる要介護３以上の単身世帯に対応できるよう、「訪問系を含む組み合わ

せ」を充実していくことが必要となる。 

 

■要介護度別・サービス利用の組み合わせ（単身世帯：クロス集計版 P66） 

 
■要介護度別・サービス利用の組み合わせ（夫婦のみ世帯：クロス集計版 P66） 

 
■要介護度別・サービス利用の組み合わせ（その他世帯：クロス集計版 P66） 
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28.3%

33.3%

9.4%

34.9%

48.5%

16.5%

21.1%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=85)

要介護１・２(n=152)

要介護３以上(n=33)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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42.1%
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44.8%

26.3%
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要介護１・２(n=149)

要介護３以上(n=62)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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【検討テーマ５：医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの提供体制の検討】 

（５）在宅療養生活を支える支援の充実 
要介護度別に訪問診療の利用の有無をみると、重度化に伴い「利用している」が増加傾向となってい

る。また「利用している」では、『訪問系のみ』『訪問系を含む組み合わせ』が大半であり、医療ニー

ズのある要介護者の増加に伴い、訪問系サービスの重要性はより高くなるものと考えられる。 

今後は、介護と医療の両方のニーズを持つ在宅介護者が増加することが見込まれることから、訪問診

療へ対応できる体制や在宅介護サービス提供の仕組みを確保することが求められている。 

 

■要介護度別・訪問診療の利用割合（クロス集計版 P77） 

 

■訪問診療の利用の有無別・サービス利用の組み合わせ（要介護３以上：クロス集計版 P77） 
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